経営革新支援法
経営革新計画承認企業
(平成15年6月)

	1
	企業名
	吉野金属株式会社
	承認年月日
	平成１５年６月９日

	　
	所在地
	東大阪市柏田西３－１２－１２
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６７２０－５５８５
	
	

	　
	事業テーマ
	【福祉・介護機器の開発、生産及び販路開拓】
　　同社は、板金・製缶の加工技術を特徴とし、主に特注品を製作してきた。開発受注ができる自社技術力と龍谷大学とのコラボレーションにより、介護機器で、片手で切れるトイレットペーパーカッターを開発し、国内特許及びＰＣＴ国際出願を申請した。しかし、次期開発テーマが多くあり、順次商品化を図り市場に受け入れられるメーカーとして自立し、売上・利益の大幅な向上を目指し、同社の経営革新を進める。

	2
	企業名
	仲精機株式会社
	承認年月日
	平成１５年６月９日

	　
	所在地
	守口市金田町１－２－１７
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６９０１－１８７５
	
	

	　
	事業テーマ
	【高精度・高信頼性のラジアルかしめ機の開発及び拡販への取組み】
　　同社は、部品加工事業中心から自社商品事業の比率を高めるべく、技術主導型及び提案型営業方針により、ユニークなラジアルかしめ機の拡販に注力し、自動車産業を中心として、高級部品、重要保安部品に有効な高信頼性かしめ方式として認められてきた。更に世界に類を見ないプラスチックリベットの冷間かしめ装置の開発を図ることにより、機械事業の拡大及び同社の経営革新を図る。

	3
	企業名
	中野洋税理士事務所　中野　洋
	承認年月日
	平成１５年６月９日

	　
	所在地
	大阪市淀川区東三国３－１１－２３
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－４８０７－７０００
	
	

	　
	事業テーマ
	【電子管理経営統合システムの販売】
　　同社は、税理士事務所という信用度を最大限に活かし、プロジエクト型税務コンサルティングを提供する。これは、インターネット上において勤怠管理・会計管理を行い、当事務所と顧客との間でデータを交換し共有できるシステムである。このようなデータ管理は企業秘密要素が濃い部分であるが、税理士事務所がセキュリティー機能を強化することにより、効率的かつ安心感のあるシステムを提供することができる。この共有データをもとに、顧客が抱えている経営諸問題に取組むことで、顧客の存続・発展へと貢献し、同社の経営革新を図る。


	4
	企業名
	ウェブドス　石川　昌史
	承認年月日
	平成１５年６月９日

	　
	所在地
	大阪市中央区南久宝寺町２－４－１０
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－４９６４－６０８１
	
	

	　
	事業テーマ
	【安価で高性能ＷＥＢサーバーシステムのレンタルサービス】
　　同社は、ＩＴ技術を工夫して使用することにより、安価で高性能なＷＥＢサーバーシステムを開発し、社会に付加価値の高いサービスを低価格で提供する営業を開始する。まず、第一弾として、イベント向けＷＥＢサーバシステムのサービスを開始する。このシステムは、ホームページの閲覧において、瞬間トラフィックが大変多くても耐えうるシステムであり、イベントのライブ中継や刻々と変わる競技結果の速報配信等、短期のイベント事業に対し運用システムを低価格でレンタルサービスし、同社の経営革新を進めることとしている。

	5
	企業名
	株式会社トップケア
	承認年月日
	平成１５年６月９日

	　
	所在地
	高槻市城北町１－６－１９
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－６７０－４８０１
	
	

	　
	事業テーマ
	【住宅型高齢者介護施設の企画及び運営事業】
　　同社の計画は、超高齢化社会の到来に対応する医療・福祉制度改革の流れの中で、今後需要の急拡大が予測される在宅介護サービスの一環として、政府が提唱する”安心ハウス構想”に基づき、介護を必要とする高齢者が無理のない利用料負担で安心して入居できる、民間住宅型施設の確立を目指すこととしている。

	6
	企業名
	株式会社シード
	承認年月日
	平成１５年６月１７日

	　
	所在地
	茨木市駅前３－２－２
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－６２１－６６７７
	
	

	　
	事業テーマ
	【病院併設型高齢者グループホーム事業】
　　同社は、高齢者グループホーム中心に地域医師・薬局とのスムーズな対応システムにより社会貢献に取組むこととしている。特に、痴呆症高齢者に、竹炭製造による自営・自立を促す支援を主とし、地域的販路拡大とともに安定した売上の向上を目指す。


	7
	企業名
	野崎運輸株式会社
	承認年月日
	平成１５年６月１７日

	　
	所在地
	大阪市福島区野田１－１－８６
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６４６９－２９８１
	
	

	　
	事業テーマ
	【取扱貨物の流通サービス品質向上及び多様化とＥＤＩによる受発信情報の高度化による高付加価値化事業】
　　同社は、生鮮農産物の輸送に際し、受託する流通行程における温度管理の高度化及び荷主の多様な付加的サービス（流通加工）ニーズに対応するべく、品目別温度管理基準の制定、流通加工、発送、一時保管貨物のイベントリー等に関するＥＤＩ化を目指し、施設整備と運用ソフト開発に努めている。これらの達成により、同社のサービス品質の総合的な高付加価値化を実現し、経営革新を図ることとしている。

	8
	企業名
	本田武織布有限会社
	承認年月日
	平成１５年６月１７日

	　
	所在地
	泉南郡熊取町小谷南２－１８－１７
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２４－５３－８１４８
	
	

	　
	事業テーマ
	【廃棄蒲団綿を素材とする育苗ポットの成型方法の開発】
　　同社は、カーデングされた短繊維がウェブ状態で成型機に入り、雄・雌型の金型で挟み、プレスして育苗ポットを成型する手法を開発した。これは、数種類の短繊維をブレンドすることで、要求される機能性をもった成型品を得ることができる。廃棄された蒲団綿に未使用の綿と生分解樹脂を加えて、新しく開発した「短繊維を素材としたプレス成型」（特許出願番号２００３－１３０９２６）手法を用いて、通気性と透水性を備えた育苗ポットを生産することで、経営革新を図ることとしている。

	9
	企業名
	山菱工業株式会社
	承認年月日
	平成１５年６月１８日

	　
	所在地
	大阪市平野区平野西６－３－８
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６７７９－７７１５
	
	

	　
	事業テーマ
	【未公表】

	10
	企業名
	有限会社エス・エス・ジィー
	承認年月日
	平成１５年６月１８日

	　
	所在地
	大阪市西区江戸堀１－９－１４
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６４４３－２４２４
	
	

	　
	事業テーマ
	【未公表】


	11
	企業名
	株式会社和泉園芸
	承認年月日
	平成１５年６月１８日

	　
	所在地
	岸和田市三田町７７６－３
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２４－４４－８６２１
	
	

	　
	事業テーマ
	【自社ブランド開発型卸業への経営改革】
　　同社は、価格競争の激しい仲介業者としての園芸用品総合卸業者から、他社との差別化をつけた自社ブランド開発型卸業へ変革する。オリジナル商品の開発・販売により、自社ブランドの確立や商品力のある付加価値をつけた商品を市場に提供するメーカーベンダーへの経営改革を目指す。また、販売効率・利益率の向上、ロス率及びコストの低下を実現し、同社の経営革新を図ることとしている。

	12
	企業名
	ロザイ工業株式会社
	承認年月日
	平成１５年６月２３日

	　
	所在地
	大阪市西区南堀江１－２－１４
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６５３４－３６５５
	
	

	　
	事業テーマ
	【工業用熱設備のメンテナンスサービス事業及び協調設計システム導入による業務の効率化への取組み】
　　同社は、既存ユーザー／納入設備のメンテナンスを代行するサービスを計画した。ユーザー側の保全の外注化、熟練技術者の減少に対応でき、同社にとっては、既存ソフト・人材が有効利用できる。また、協調設計システム導入による業務の効率化については、現在、図面の１００％デジタル化と情報の共有化を実現しているが、更なる業務の効率化と競争力向上の手段として、協調設計システム（３次元ＣＡＤ＋α）の導入を計画した。このような新たな取組みにより、同社の経営革新を進める。

	13
	企業名
	野村工作所　野村　正己
	承認年月日
	平成１５年６月２３日

	　
	所在地
	東大阪市柏田西１－１４－１５
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６７２２－０９６７
	
	

	　
	事業テーマ
	【環境に優しい熱源としての加熱蒸気発生装置の開発及び市場開拓】
　　同社は、飽和蒸気を数分で５００℃以上に上げた高温過熱蒸気を、常圧下で連続的に発生させる、小型・軽量で大容量のＩＨ式過熱蒸気発生装置（国内外特許申請済）を開発した。１００％過熱蒸気で乾燥能力及び熱伝達に優れ、また、低酸素状態のため煙・臭い・二酸化炭素等の発生も抑制できるため、様々な用途開発が見込める。環境に優しい２１世紀のエネルギーを供給しつつ、さらに３割アップの新型も開発し、事業展開に取組む。


	14
	企業名
	すみれ　平松　昌美
	承認年月日
	平成１５年６月２３日

	　
	所在地
	岸和田市別所町１－１９－２１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２４－２２－２３８１
	
	

	　
	事業テーマ
	【未公表】

	15
	企業名
	有限会社田中建築工房
	承認年月日
	平成１５年６月２３日

	
	所在地
	大阪市住吉区杉本２－１９－５
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６４５９－５２３１
	
	

	
	事業テーマ
	【コンストラクションマネージメント導入による新たな事業拡大】
　　同社は、コンストラクションマネージメントを導入した分離発注方式による住宅建設の手法を用いて、従来の「設計するだけ」の設計事務所から、施工を含めた総合的な観点で、お客様の「生活スタイルに合わせた」「安価で良質な住宅」を供給する新しい形の設計事務所への変革に取組んでいる。分離発注方式によるリスクヘッジのために、一昨年からはオープンシステムネットワーク会議に参加し、現在に至るまで５棟の実績をあげ、新しい建設方式のノウハウも取得した。今後は、積極的に広報宣伝活動を行うことにより、顧客の新規開拓を図り、売上の大幅な向上を目指し、同社の経営革新を進めていくこととしている。


　 

